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菅 野 大 志（４７歳）

■ 2001年 早稲田大学 卒業
■ 2001年 財務省 東北財務局
■ 2006年 金融庁 企画課、銀行第一課
■ 2008年 財務省
■ 2018年 金融庁 総合政策局秘書課
■ 2019年 金融庁 総務課地域課題解決支援室
■ 2020年 環境省 兼 金融庁
■ 2021年 内閣府 地方創生推進室
■ 2021年 内閣官房 デジタル田園事務局
■ 2022年 山形県西川町 町⾧

西川町総合開発㈱社⾧、
観光協会副会⾧等

西川町生まれ



西川町は、人口4,３00人の月山（1,948ｍ）のふもとの町

山形県 西川町



建設業

建設業 複合サービス

製造業 複合サービス



日本の夏スキーのメッカ 隠れ積雪日本一



企業と町をつなぐ課の創設 （町のドアを増やす） 5.持続する

○つなぐ課を創設した目的は、西川町が選ばれる自治体になること。
○経済産業省の調査によると、企業が「連携した地方公共団体を選ぶ際に重視することは、「情報提供が積極的か」や「オンライン対応可か」、

「実証実験の受け入れ態勢があるか」等が上位にあがっており、その部分をカバーする役割をつなぐ課が担っている。
○令和４年度以降、連携協定を締結した企業は30社を超え、継続的に地域課題解決に向けた取り組みを協働で行っている。

■連携協定等を締結した企業・団体（令和４年度以降）



NFT（Non-Fungible Token）の活用 2.つながる

○第１回デジタル住民票NFTの発行を皮切りに、命名権NFTや町⾧・副町⾧講演NFT、トレーディングカードNFTなどの様々なNFTを販売。
○NFTを所有しているいわゆる「デジタル住民」は、延べ2,312人に上り、日本国内だけでなく、台湾にもNFT保有者がいる。
○町が発行しているNFTは、二次流通が可能であり、転売価格の10%が町の収入となる。第１回デジタル住民票NFTは、当初1,000円/枚

であった価値が、現在は2,500円/枚に上がっている。

5.持続する

日本最大級のNFTマーケットHEXA
（ヘキサ）において、自治体初のデジ
タル住民票を発行!
第１回の募集では、1,000枚の発行

に対して、13,400件を超える応募があ
りました。第２弾は、11/1～15の期間
で、抽選販売中。

デジタル住民票NFT 命名権NFT 町⾧・副町⾧講演NFT

道の駅に隣接する公園と、建設中の
カヌーセンターの命名権を発行し、それ
ぞれ130万円、150万円で落札!
落札者は、「サテライトスクール」への参

加をきっかけに西川町を知り、西川町を
応援したいとの思いからオークションに参
加いただきました。

西川町が行っている先進的な取り組
みやノウハウをNFTで販売。
菅野町⾧の50万円NFTは、販売開

始４時間で５つが完売! たった１日
で250万円を稼ぎました。
これまで、県内金融機関や県外自治

体に対して講演を行いました。



企業版ふるさと納税の推移 2.つながる

■寄附額の推移 ■寄附件数の推移

○令和４年度以降、町⾧のトップセールスや金融機関等とのマッチング業務委託等により、毎年実績を伸ばせている。
○寄附額については、令和６年度に県内の町平均約1,100万円円を大きく上回る約8,000万円に到達。
○寄附件数については、令和４年度に県内の町平均を上回り、令和６年度に県内の町平均の３倍を超える29件に到達。
○令和６年12月には、「企業版ふるさと納税に係る大臣表彰式」の先進自治体として、対談企画に登壇。
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企業版ふるさと納税で、浄水施設を頂き、課題解決へ 2.つなる

5

■小山・軽井沢地区（２世帯居住） ■小山・軽井沢地区にイーリスコーポレーション社⾧も視察



企業版ふるさと納税で、浄水のろ過施設を頂き、課題解決へ 2.つなる

■小山・軽井沢地区（２世帯居住）が「大雨が降ってもお風呂が入れるようになりました!」
■軽井沢地区 浄水ろ過設備の設置

■イーリスコーポレーション社には、
定期的に実施しております。



寄付による花火大会復活 地域おこし協力隊 町内企業連携

■町のイベントで、森興産から多額のご寄付をいただいたので、イベントでご紹介。

■人口減少で開催できなかった花火大会が、20年ぶりに復活!



寄付による花火大会復活 地域おこし協力隊 町内企業の課題解決

■企業版ふるさと納税を契機として、東北の拠点を西川町に設置。

■１名が移住にて、地域おこし協力隊となりました。


